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令和４年度理事会議事録 

 

 

１．日 時  令和５年２月１０日（金）１３時３０分～１４時２３分 

 

２．場 所  青森県共同ビル １階 「大会議室」 

 

３．出席者  理 事 長 小野寺 晃 彦 

副理事長 髙 樋   憲 

       副理事長 櫻 井 雅 洋 

       常務理事 舛 甚   悟 

         １番 吉 田   満 

         ３番 成 田   誠 

         ６番 宮 下 宗一郎 

         ７番 小山田   久 

         ８番 若 宮 佳 一 

         ９番 櫻 田   宏 

        １０番 平 田 博 幸 

        １２番 野 村 秀 雄 

        １４番 畑 中 稔 朗 

        １７番 永 田   翔 

        監  事 倉 光 弘 昭 

        監  事 桑 田 豊 昭 

        監 事 冨 岡   宏 

 

４．欠席者    ２番 長 尾 忠 行 

        １３番 成 田   隆 

        １５番 小檜山 吉 紀     
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５．事務局  奈良事務局長外１２名 

 

６．提出議案 

（１）報告第１号  理事長専決処分事項報告の件 

 

（２）報告第２号  令和４年度青森県国民健康保険団体連合会 

           各会計の収支現計報告の件 

 

（３）議案第１号  総会提出議案の件 

           （別冊第１５４回通常総会議案） 

 

（４）議案第２号  国保総合システム関連業務等委託契約締結の件 

 

（５）議案第３号  総会日程決定の件 
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小田切総務課長 

小 野 寺 理 事 長 
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 開会を告げた。（とき：１３時３０分） 

 主催者挨拶。（要旨別紙） 

 規約の定めに従い、議長になる旨を告げた。 

 直ちに議事に入り、本会理事の定数は１８名、うち欠員

１名、本日の出席者は１４名で過半数に達したので、本理

事会は成立する旨を告げ、議事録署名者は慣例に従い、議

長から指名することの了承を得て、10番平田理事、12番 

野村理事の両名を指名し、会議日程を本日一日とすること

にそれぞれ決定した。 

 先般行われた監査の結果について、監事代表から報告を

求めた。 

 監事を代表して、監査結果について正当と認めた旨報告

した。 

 議案審議に入り、報告第１号から議案第３号まで全議案

を一括上程し、適宜分割のうえ審議することの了承を得た。 

 報告第１号理事長専決処分事項報告の件について、事務

局の説明を求めた。 

事務局長の奈良から説明したい。 

 理事会議案書の１頁である。 

 理事長が専決した事項は、本会職員服務規則等の一部改

正である。 

 関係法令の改正に合わせて施行するため、令和４年１１

月２日に国保法の規定により専決処分されたものである。 

 改正内容については２頁から６頁に載せている。 

育児・介護休業法の一部改正に従い、本会職員服務規則、

育児休業等に関する規則において、育児休業の分割取得や

再取得など、柔軟な制度運用が図れるよう関係条文を改め

ている。 

また、６頁にあるが、今改正法で創設された男性職員の

出生時育児休業、いわゆる「産後パパ育休」の規定を新設

したものである。 

７頁以降に改正点の新旧条文対照表を載せている。 
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説明は以上である。 

事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異議なく、 

報告第１号は承認を得た旨宣した。 

次に、報告第２号令和４年度各会計の収支現計報告の件

について、事務局の説明を求めた。 

 報告第２号は、理事会議案１５頁である。 

 １６頁に令和４年１１月３０日現在における、一般会計

及び各特別会計の総合現計表を載せている。 

 先程、監事の倉光つがる市長から報告されたとおり、内

容は監事会で監査を受けたものである。 

 表の１番下、すべての会計を合わせた合計は、収入高は

２，５１３億２，２５１万３，３４２円、支出高が 

２，５０５億１，７９６万２，４５９円、残高は８億 

４５５万８８３円で、この残高については右側に記載のと

おり、各金融機関で預金管理している。 

 説明は以上である。 

 事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異議なく、

報告第２号は承認を得た旨宣した。 

 次に、理事会議案第１号は総会提出議案で、報告事項１

件、議決事項１５件となっており、総会提出議案報告第１

号理事長専決処分事項報告の件について事務局の説明を求

めた。 

 総会の報告第１号理事長専決処分事項は、総会議決案件

に係る２件の補正予算で、いずれも早急に対応する必要が

あったため、国保法の規定により令和４年１１月２日と 

１２月１９日にそれぞれ専決されている。 

１点目は一般会計である。 

内容については、６頁の事項別明細書をご覧願いたい。 

県から委託されていた、介護と障害施設職員の収入を

３％引き上げるとした「処遇改善支援事業」において、障

害分の交付金に不足が生じたため、県の指示に従い、歳入

に県からの受入金、歳出に事業費として施設への交付金を 



 - 5 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議 長 

 

議 長 

 

奈 良 事 務 局 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それぞれ９，３１２万７，０００円を追加したものである。 

 続いて８頁の２点目は、後期高齢者医療関係特別会計の

公費負担医療費支払勘定である。 

１０頁の事項別明細をご覧願いたい。 

コロナ感染拡大第８波の影響で、後期高齢者のコロナ感

染症医療費の支払に不足が生じたため、歳入に公費負担者

からの受入金、歳出に医療機関への支出金、それぞれ２億 

８，２４７万８，０００円を追加したものである。 

説明は以上である。 

事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異議なく、

報告第１号は承認を得た旨宣した。 

 次に、総会提出議案第１号令和４年度診療報酬審査支払

特別会計補正予算の件について事務局の説明を求めた。 

本日配付の資料 No.１をご用意願いたい。 

議案第１号診療報酬審査支払特別会計予算補正の内容は、

３件である。 

１頁をご覧願いたい。 

まず、コロナ関連が２件である。 

（１）の①にあるが、本会が市町村の委託を受けて実施

している、コロナワクチンの住所地外接種費用の決済業務

において、昨年末の感染拡大第８波の影響で処理件数が大

幅に増え、データエントリー等の事務経費に不足が生じた

ため、業務勘定の歳入に市町村からの事務費受入金を、歳

出に業務委託料をそれぞれ５１２万円を追加する。 

２点目は②で、同じく第８波の影響で、国保被保険者の

コロナ感染症医療費も支払額に不足が生じるため、公費負

担医療支払勘定において、歳入に公費負担者からの受入金、

歳出に医療機関への支払額をそれぞれ９，１８８万 

２，０００円追加するものである。 

続いて２頁をご覧願いたい。 

３点目は、保険者間調整に関する予算補正である。 

（１）の理由にあるとおり、本会では協会けんぽと国 



 - 6 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議 長 

 

議 長 

 

舛 甚 常 務 理 事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保の被保険者が資格異動したにもかかわらず、前の保険の

まま受診した場合、その医療費を本来の保険者に振り替え

る保険者間調整を行っているが、今回、難病で非常に高額

な医療費がかかっていた方の調整が発生し、予算不足が生

じる見込みとなった。 

 このため、業務勘定において、歳入の協会けんぽからの

受入金と歳出の国保保険者への返還金に、それぞれ不足額

４，２２８万３，０００円を追加するものである。 

 下の「３」には、予算補正総括表を載せている。 

説明は以上である。 

 事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異疑なく、

総会提出議案第１号は原案どおり決定する旨宣した。 

次に、総会提出議案第２号令和５年度事業計画の件につ

いて事務局の説明を求めた。 

 常務理事の舛甚である。 

 明年度の事業計画について、資料№２に基づき説明した

い。 

 事業計画の基本方針に掲げた重点事項のうち、６項目を

資料として調製した。 

 １頁をお開き願いたい。 

 第１点目は、国保と後期の医療費の審査支払業務の推進

についてである。 

 水色の棒グラフの国保の支払額は、右端の令和４年度で

は前年度比１３億円減の９５２億円と見込んでいる。 

 下の表の国保加入者数は、非正規従業員の社保適用拡大

や団塊世代の後期高齢者医療制度への移行等により減少し

ており、それに伴い医療費も減っている。 

 一方、ピンク色の後期の支払額は、加入者数の増加によ

り、２６億円増の１，５９０億円となる見込みである。 

 審査業務については、審査委員の先生方と連携し、適正

審査に努めることとしている。 

 ２頁をお開き願いたい。 
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第２点目は、国保共同処理業務の推進についてである。 

 市町村国保事務の広域化・効率化等に向けた本会の主な

取組をまとめたもので、左側の①の「保険者事務の共同実

施」では、収納対策や各種証明書の作成、資格や給付関係

業務に取り組んで参りたい。 

また、右側の②の「医療費適正化」、その下の③の「保健

事業の共同実施」を推進することとしている。 

 この②、③は「保険者努力支援制度」に直結することか

ら、市町村が確実に評価点を獲得できるよう支援して参り

たい。 

なお、③の「１」に朱書きしている「第３期データヘル

ス計画策定に関する支援」については、各市町村が令和６

年度から１１年度までを計画期間とする「第３期データヘ

ルス計画」を令和５年度中に策定することとされているの

で、本会に設置の「保健事業支援・評価委員会」で支援す

ることとしている。 

 ３頁をお開き願いたい。 

 第３点目は、各業務処理システムの管理・運用について

である。 

 本会の基幹システムである国保総合システムは、令和６

年３月に現行機器の保守期限を迎えるが、システム更改に

あたっては、政府の「クラウド・バイ・デフォルト」の原

則に従い、図に示した「工程表」に沿って、支払基金シス

テムとの「整合的かつ効率的な運用」の実現のために２段

階で実施する。 

 図の上段の緑色で囲んだ部分の第１段階では、レセプト

の受付機能の共同利用とコンピュータチェックルールの整

合性の確保を目指しており、本県では令和６年２月にクラ

ウド方式でのシステムの切り替えを予定している。 

 下段の水色部分の第２段階では、令和８年４月から審

査・支払機能を支払基金と共同利用すべく、現在、厚労省、

デジタル庁、支払基金、国保中央会の４者で「審査支払シ 
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ステム共同開発推進会議」を設置し、本年３月末までに基 

本方針を取りまとめることになっている。 

 このシステム更改は、国の意向を踏まえたものであるた

め、知事会、市長会、町村会など、地方６団体の協力のも

と、国に対し第１段階の開発費不足分の財政支援を要請し

てきた。 

その結果、右上に赤字で記載のとおり、令和４年度分と

して５４億円、また、５年度分は５７億円が今年度の２次

補正予算に前倒しで確保された。 

ご協力に感謝申し上げる。 

 今後は、令和６年度からの新システムの運用費と第２段

階の開発に多額の費用が見込まれることから、市町村に追

加の負担を生じさせないため、国が責任をもって補助する

よう求めていくこととしている。 

 引き続きご支援をよろしくお願いしたい。 

 ４頁をお開き願いたい。 

 第４点目は、特定健診・特定保健指導関連業務の推進に

ついてである。 

 令和３年度分の特定健診実施率の速報値が昨年１１月に

まとまり、右上の表に記載しているとおり、令和３年度の

県平均は３５．２％で、前年度に比べ１．４ポイント増と

なった。 

 しかしながら、新型コロナウイルス感染症流行前の令和

元年度の実施率には戻っていない状況である。 

 また、５頁は特定保健指導の実施率で、こちらは２年連

続で低下しており、コロナ禍により対面での指導がなかな

か実施できていないことが要因と聞いている。 

 ６頁は、特定健診実施率を年代別にグラフ化したもので

ある。 

 県全体でみると、上の表の赤枠で囲っている４０代、 

５０代の働き盛り世代の実施率が特に低い状況にある。 

 本会としては、この健診実施率の向上に向けて、引き続 
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き広報活動や保健協力員活動の活性化などに取り組んで参

りたい。 

７頁をお開き願いたい。 

 第５点目は、介護保険関連業務の推進についてである。 

 介護給付費の支払額は、右端の令和４年度では、前年度

比１３億円減の１，３８０億円で、平成１２年の制度開始

以来、初めて減となる見込みである。 

 これは、コロナの感染拡大で通所系サービスの利用控え

や事業所側の受け入れ制限が要因と思われる。 

 本会としては、介護保険のインセンティブ制度において、

市町村が評価点を獲得できるよう、介護給付費通知やケア

プラン点検など、介護給付適正化事業への支援に努めて参

りたい。 

 最後に８頁である。 

第６点目は、障害者総合支援給付関連業務の推進につい

てである。 

 棒グラフの黄色の障害者分、薄紫色の１８歳未満の障害

児分のどちらも増加傾向にある。 

引き続き審査支払業務の円滑な運営に努めて参りたい。 

説明は以上である。 

 事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異疑なく、

総会提出議案第２号は原案どおり決定する旨宣した。 

 次に、予算関係である。 

 総会提出議案第３号令和５年度一般会計予算の件から第

１３号令和５年度特定健康診査・特定保健指導等事業特別 

会計予算の件までの計１１件について、事務局の説明を求

めた。 

 本日配付の資料№３「令和５年度本会予算（案）説明資

料」をご準備願いたい。 

予算案については、議案書では１３０頁にも及ぶことか

ら、この資料により簡潔に説明したい。 

１頁をお開き願いたい。 
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はじめに予算総括表である。 

 総会議案第３号の一般会計から１番下の第１３号特定健

診関係特別会計までの合計額は、４，９５７億９，９４６

万７，０００円で、前年度に比べ２１億３１６万 

９，０００円の増である。 

 なお、理事長の挨拶にもあったとおり、令和５年度にお

いては、市町村に負担いただく負担金・手数料はすべて据

え置きで予算編成している。 

各会計の要点を説明したいので、２頁をお開き願いたい。 

 この資料は、左から議案番号、会計の名称と手数料単価、

右隣りに歳入面の前年度比較と説明、一番右が歳出面の比

較・説明である。 

それぞれ主な増減の理由は、赤字で表記している。 

 総会議案第３号は一般会計である。 

 まず、歳入１款負担金は、被保険者数の減少が今後も続

く見込みであることから３３０万円の減としている。 

 ６款繰越金についても、被保険者数の減少で年々予算規

模が縮小していることから、６８９万円の減が見込まれる。 

 ８款県支出金の１５億円の大きな減額は、４年度に国の

施策に基づいて県から受託した「介護・障害施設職員の処

遇改善支援事業」の交付金支払業務の終了により、県から

の受入金が減額となったものである。 

 なお、赤い点線で結んでいるとおり、歳出の介護施設等

への支払額が同額減額である。 

続いて歳出面であるが、２款総務費４７３万円の増は、 

理由欄④のインボイス制度開始によるシステム改修、⑤の

消費税を納付する公課費の増が主なものである。 

 ４款積立金は昨年度比７００万円の減である。 

理由欄にあるように、平成３０年度に国保審査会計の赤

字補填として取り崩した事業運営積立金の積み戻し分を５

年度は収入不足に充てるため減額している。 

 以上で、一般会計の合計額は、前年度比１５億 
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８，２１３万３，０００円減の１億１，８３１万 

１，０００円である。 

 続いて、総会議案第４号は国保の医療費関係を経理する

診療報酬審査支払特別会計である。 

 まず、業務勘定であるが、歳入１款手数料は、レセプト

件数の大幅な減少が見込まれており、前年度比 

２，１６０万円の減である。 

 ６款繰入金の２億６２万円の増は、国保総合システムと

国保情報集約システムの更改のために積み立ててきたもの

を計画に沿って繰り入れるものである。 

 まず、国保総合システムの更改へは、①財政調整基金、

②機器購入積立金、④ＩＣＴ積立金を黒点線のとおり、歳

出１款総務費の本会側のシステム更改経費と４款国保中央

会負担金において、新システムの開発負担金に充てる。 

このうち、ＩＣＴ積立金は、洗替え方式のため一旦積立

全額を繰り入れするが、今年度分に投入した残額を歳出５

款で積み直しし、令和７年度まで続く更改経費に順次投入

していくこととしている。 

なお、このシステムは後期高齢者医療の処理も行ってい

るので、後期会計と按分して負担する。 

もう１つの国保情報集約システムは、平成３０年度の国

保都道府県化により導入されたもので、これも今回、国の

指示で全国クラウド化される。 

このため、準備積立してきた③の機器購入積立金を青点

線のとおり、開発負担金等に投入し、残額を歳出５款でＩ

ＣＴ積立金に積み直しし、令和６年度以降、市町村から負

担いただく運用経費に充当していく。 

 以上で、業務勘定の合計額は、前年度比８，７３８万 

８，０００円増の１０億９８４万８，０００円である。 

 次に、４頁をお開き願いたい。 

 この特別会計には、業務勘定のほかに医療費を保険者か 

ら受け入れし、医療機関などへ支払うための通過勘定であ 
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る４つの支払勘定がある。 

 一番上は国保被保険者の医療費分で、歳入１款の増減理 

由欄にあるとおり、被保険者数が大きく減少しているため、

合計額は前年度比１２億３，０００万円減の１，０００億

３，０３６万３，０００円を計上している。 

 その下の公費負担支払勘定は、難病や重度心身者、コロ

ナ感染症の医療費など２０項目の公費負担医療費を経理し

ているものであるが、コロナ医療費の公費負担継続も考慮

し、不足をきたさないよう前年度比２億７３６万 

１，０００円増の４２億３，１５５万６，０００円として

いる。 

 その下は出産育児一時金等支払勘定であるが、出産一時

金は令和５年度から４２万円が５０万円に引き上げられる

ことから、前年度比８，６４０万円増の５億４，００２万

円としている。 

 一番下は、国の風しん追加対策に係る抗体検査・予防接

種費用とコロナワクチンの住所地外接種費用を経理してい

るものである。 

 コロナワクチンの公費負担継続と流行期の大きな波への

対応として、前年度比２億５，４４０万円増の９億 

９，３７１万９，０００円を計上している。 

 次に、５頁をご覧願いたい。 

 総会議案第５号は、職員退職手当特別会計である。 

 これは複式会計で退職手当積立金を管理しているもので、

令和５年度の合計額は４，３２４万３，０００円となる見

込みである。 

 続いて、総会議案第６号は、国保新聞等特別会計である。 

 国保新聞や参考図書の市町村共同購入、市町村が使用す

るパソコンのリース料の仲介などを経理するもので、合計

額は前年度比３１０万５，０００円増の９，２９１万 

３，０００円である。 

次に、総会議案第７号は、第三者行為損害賠償求償事務 
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共同処理事業特別会計である。 

 この会計は、交通事故などでかかった医療費を市町村に 

代わって損害保険会社や加害者から求償し、当該市町村等

に送金しているもので、令和５年度の取り扱い額は前年度

同額の３億２，０００万円と見込んでいる。 

 次の総会議案第８号は、レセプト電算処理システム準備

積立金特別会計である。 

 この会計は、社保側と国保側が共同利用しているシステ

ムの改修費に充てるため、国が定めたレセプト１件当たり

６８銭の手数料を市町村から受け入れて、国保中央会に特

別分担金として拠出するもので、前年度比１６万 

４，０００円減の３５０万９，０００円である。 

 続いて６頁をご覧願いたい。 

 総会議案第９号は、介護保険関係の特別会計である。 

 初めに業務勘定である。 

 歳入１款手数料は８０４万円の増であるが、②の電子証

明書の発行手数料と③の国が新たに始めるケアプラン連携

に係る事業所のシステム利用料は、点線で結んでいるとお

り通過経理するものであるため、実質は１６０万円ほどの

増である。 

 ５款繰入金は９１３万円の増である。 

 ①財政調整基金、②機器購入積立金の繰り入れは、点線

で結んでいるとおり、国の意向を受けて全国クラウド化さ

れる介護保険システムの更改経費の初年度分に充てていき

たい。 

 充当対象だが、歳出１款総務費の②は、本会が無償で市

町村に配付している業務端末の構築経費で、セキュリティ

管理のため急遽前倒しで入替が必要となったものである。 

 また、４款国保中央会負担金は、新システムのクラウド

環境構築費として各種負担金単価が引き上げられ、５００

万円程度の増となる。 

なお、充当に要した残額と③のＩＣＴ積立金は、歳出６ 
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款において積み戻しし、６年度に本格化するシステム更改

経費に充当する。 

 以上で合計額は、前年度比１，１９８万円増の２億 

２，０２６万１，０００円である。 

 続いてその下は介護給付費の支払勘定であるが、特定入

所者介護サービス費の給付費の減が見込まれ、前年度に比

べ３億１，２００万円減の１，４８５億３９万７，０００

円としている。 

 その下は公費負担支払勘定で、生活保護や難病など１２

項目の公費負担の介護給付費を経理しているものであるが、

５年度は県からの委託を受けて新たに原爆介護費の審査支

払を開始することから、１７０万４，０００円増の１９億

２，７１１万９，０００円としている。 

 ７頁をご覧願いたい。 

 総会議案第１０号は、障害者総合支援法関係の特別会計

である。 

 まず、業務勘定である。 

歳入１款手数料は２５４万円の増であるが、理由欄②の

電子証明書発行手数料は介護保険と同様に通過経理するも

のである。 

 ２款繰入金は６０６万円の増だが、これはシステム更改

への備えとして、令和４年度に積み立てた分であり、令和

５年度も歳出３款で積み直しし、令和６年度に本格化する

システム更改経費に備えたいと考えている。 

以上で合計額は、前年度比５４８万８，０００円増の 

６，５７０万７，０００円である。 

 その下は、障害介護給付費の支払勘定である。 

 この給付費は、毎年伸び続けていることから、令和５年

度も４億５６０万円増額し、４１６億８，２６３万 

７，０００円としている。 

その下は１８歳未満の障害児の給付費で、ここ数年の伸 

び率を考慮し、９，６００万円増の６８億８，８０７万 
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９，０００円としている。 

 続いて総会議案第１１号は、医師確保対策事業特別会計

である。 

 この会計は、歳出からご覧願いたい。 

 歳出１款事業費が令和５年度の学生への修学資金支援費

総額で、前年比２８３万円増の１億４，６７９万 

７，０００円である。 

 これを市町村が歳入１款負担金として４分の１、県が歳

入２款県支出金として４分の３を拠出するものである。 

なお、市町村負担金には、４款繰越金の１，５４０万 

８，０００円が充当されるので、令和５年度の市町村負担

額は２，１２９万円となっている。 

以上で合計額は、前年度比２，３３９万４，０００円減

の１億４，６８０万円である。 

 続いて８頁をご覧願いたい。 

 総会議案第１２号は、後期高齢者医療関係の特別会計で

ある。 

 まず、業務勘定の歳入１款手数料は３６３万円の減であ

る。 

 これは、コロナによって高齢者が受診を減らす傾向が定

着してきたこともあり、今年度レセプト件数が減少したこ

とから、歳入欠陥をきたさないよう推計方法を見直したこ

とによるものである。 

３款後期高齢者医療広域連合受入金は、１，４６３万円

の増である。 

 これは、広域連合から運用・保守の委託を受けている広

域連合電算処理システムが更改を迎えるため、①の現行シ

ステムの運用業務が終了する一方で、⑤の新システムの運

用業務が改めて広域連合から委託される予定のため、新・

旧システム委託費の差額である。 

 新システムは国の意向でクラウド化される予定であるこ

とから、初期構築分が増額となっている。 
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 なお、これらの委託料は赤点線のとおり、歳出１款総務

費において、新・旧システムともに同額が作業経費として

支出される。 

 ５款繰入金は５，６２３万円の増であるが、これは、国

保総合システム更改経費の後期高齢者負担分に充てるため

の繰り入れである。 

 ①財政調整基金は、点線のとおり歳出１款総務費の③本

会側のシステム更改経費に、②のＩＣＴ積立金は歳出５款

の中央会への開発負担金の今年度分に投入し、残額を積み

直して６年度、７年度の更改経費に充当していきたい。 

 以上で合計額は、前年度比５，５６７万７，０００円増

の９億３，９６４万７，０００円である。 

 その下は後期高齢者の医療費を経理する支払勘定である

が、伸びは鈍化しているものの、被保険者数の２％程度の

増加を考慮し、前年度に比べ３５億４００万円増の 

１，８４８億８，４２０万３，０００円としている。 

 一番下は、コロナ感染に係る医療費など高齢者の１５項

目の公費負担医療費を経理しているもので、今年度のコロ

ナ医療費の実績などを勘案し、前年度に比べ４億 

７，９５２万２，０００円増の１４億４，０１４万円とし

ている。 

 次の９頁をお開き願いたい。 

 総会議案第１３号は、特定健診関係の特別会計である。 

 まず業務勘定であるが、主な点としては歳入２款積立金

繰入金が１８２万円の減である。 

理由欄のとおり、洗替え方式の２つの積立金において、

４年度のシステム運用負担金等に充てた分が減少している。 

なお、この積立金については、歳出２款において積み戻

しし、多額の負担が見込まれる令和８年度のシステム更改

に備えたいと考えている。 

 以上で合計額は、前年度比１３６万６，０００円減の 

３，６６３万８，０００円である。 
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 その下は、国保被保険者の特定健診等費用の支払勘定で 

ある。 

 コロナによる健診受診控えが若干解消傾向であることな

どから、前年度比２，１６０万円増の１０億６，０２３万

８，０００円としている。 

 一番下は後期高齢者の健診費用の支払勘定で、こちらは

被保険者数の増加分として、前年度に比べ１，２００万円

増の６億２，４１１万９，０００円である。 

最後に１０頁をご覧願いたい。 

 ただ今説明した各会計の積立金予定額の一覧である。 

 ８番がその合計で、令和５年度末の総保有額は、前年度

に比べ１，２９３万９，０００円減の４億２，４２４万 

８，０００円の見込みである。 

 右側には、各積立金の目的、上限額、洗替えによる積立

方式などそれぞれの運用方法を一覧にしているので、ご参

考に願いたい。 

説明は以上である。 

事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異議なく、

総会提出議案第３号から第１３号までの計１１件の議案は 

原案どおり決定する旨宣した。 

 次に、総会提出議案第１４号医師確保対策事業規則等の

一部を改正する規則の件について事務局の説明を求めた。 

 議案第１４号は総会議案書１７１頁で、改正規則の内容

は１７２頁である。 

この事業は、県と市町村が拠出し、弘前大学医学部の学

生に「卒業後、県内指定医療機関で一定期間勤務した場合、

返済を免除する」ことを条件に修学資金を貸付しているも

のであるが、この指定医療機関のうち「国立弘前病院と弘

前市立病院との統合により設立される新中核病院」として

いたものを「弘前総合医療センター」に改めるものである。 

 令和４年度の募集開始にあたり、当該病院の名称がまだ 

決まっていなかったことから「新中核病院」として規定し 
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ていたので、正式名称に改めるものである。 

 １７４頁からは、医師確保対策事業規則並びに医師修学

資金支援事業細則及び事業規程の関係部分の新旧対照表を

載せている。 

 説明は以上である。 

 事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異議なく、

総会提出議案第１４号は原案どおり決定する旨宣した。 

 次に、総会提出議案第１５号理事の補充選任の件につい

て事務局の説明を求めた。 

 総会議案１８０頁をお開き願いたい。 

総会議案第１５号は、理事の補充選任の件である。 

 本会の理事については、現在、県町村会推薦理事が１名

欠員となっている。 

 このため、先般、県町村会から推薦のあった今別町長の

阿部義治さんを「本会役員の選任方法等に関する規則」に

基づき、来る第１５４回通常総会で選任いただきたいとい

う主旨である。 

なお、任期は選任の日から現役員任期満了日の令和５年

７月１１日までとなる。 

説明は以上である。 

 事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異議なく、

総会提出議案第１５号は原案どおり決定する旨宣した。 

 理事会議案第１号の審議終了を告げ、総会提出議案につ

いては、来るべき第１５４回通常総会に提案することとし

た。 

 次に、理事会議案第２号国保総合システム関連業務等委

託契約締結の件について事務局の説明を求めた。 

 理事会議案の１８頁をご覧願いたい。 

 理事会議案第２号は、国保総合システム関連業務等委託

契約締結の件である。 

 市町村からの委託と法の定めにより実施している国保総 

合システム関連業務等について、明年度の委託内容が固ま 
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ったので、業務委託先との契約を更新したいという主旨で

ある。 

 １９頁の総括表をご覧願いたい。 

まず「１」は、国保事業のインフラである（１）国保総

合システム関連業務をはじめ、介護保険、障害者総合支援、

後期高齢者医療の各保険業務システムの運用など、令和４

年度と同様の１５項目の委託を予定している。 

この合計額は（１６）で、令和４年度比１，８５６万 

７，０８７円減の３億３，１１５万９３４円である。 

これは、予算案でも説明した、（９）の後期高齢者医療広

域連合から運用・保守を委託されている「広域連合電算処

理システム」が全国クラウド化でシステム更改され、現行

の保守業務の委託が１０月までの７か月間で一旦終了とな

るため減額となる。 

 なお、新システムの運用・保守業務は、広域連合で内容

を固め次第、改めて本会に委託される予定となっている。 

その他の委託業務については、諸経費が高騰している中

ではあるが、記載のとおり前年同額もしくは若干の減額と

している。 

 次に表の下の「２」は、「国保総合システムの更改に係る

業務」４，０３７万円を単年度業務として追加するもので

ある。 

 国保総合システムについては、国の意向に沿った全国ク

ラウド化に向け、２期４年間のシステム更改が国保中央会

を中心に進んでいる。 

 令和５年度はその２年目で、本会側の大規模な初期構築

が必要となるが、この作業は稼働中の現行システムの管理

と一体的に進めなければならないので、当該システム運用

業務と併せて委託するものである。 

 以上で国保総合システムに関連する業務等委託契約の総 

合計は、「３」のとおり、前年度比２，１８０万２，９１３ 

円増の３億７，１５２万９３４円である。 



 - 20 - 

 

 

議 長 

 

議 長 
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髙 樋 副 理 事 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０頁からは、委託契約書の案を載せている。 

 説明は以上である。 

 事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異議なく、 

理事会議案第２号の議案は原案どおり決定する旨宣した。 

 次に、理事会議案第３号総会日程決定の件について、事

務局の説明を求めた。 

 理事会議案７１頁をご覧願いたい。 

 理事会議案第３号は、総会日程決定の件である。 

 総会の日程は、理事会で決定することになっている。 

 事務局が準備した日程は、日時が令和５年３月１日水曜

日午後１時３０分から、場所は青森市東奥日報新町ビル３

階「New’sホール」を予定している。 

説明は以上である。 

 事務局の説明に対して質疑を徴したところ全員異議なく、

理事会議案第３号は原案どおり決定する旨宣し、総会の開

催日程が決定されたので、各理事の出席方を要請した。 

 全議案の議了を宣した。（とき：１４時２２分） 

 閉会挨拶。（とき：１４時２３分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





理
事
会
理
事
長
挨
拶
文 

と 

き 

令
和
５
年
２
月
１０
日
（
金
）
午
後
１
時
３０
分 

と
こ
ろ 

青
森
県
共
同
ビ
ル 

１
階 

「
大
会
議
室
」 

  

皆
様
こ
ん
に
ち
は
。 

理
事
長
を
務
め
ま
す
、
青
森
市
長
小
野
寺
晃
彦
で
ご
ざ
い
ま
す
。 

 

理
事
会
の
開
会
に
あ
た
り
、
一
言
ご
挨
拶
を
申
し
上
げ
ま
す
。 

 

本
日
は
距
離
を
と
っ
て
、
ま
た
、
パ
ネ
ル
も
設
置
さ
せ
て
い
た
だ

い
て
ご
ざ
い
ま
す
。 

ま
た
、
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
禍
も
だ
い
ぶ
数
字
が
下
が
っ
て
き
て
い

ま
す
こ
と
で
、
マ
ス
ク
を
外
し
て
ご
挨
拶
す
る
こ
と
を
お
許
し
い
た

だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。 

 

役
員
の
皆
様
に
は
、
明
年
度
の
予
算
議
会
等
を
間
近
に
控
え
た
時

期
、
ご
多
忙
の
と
こ
ろ
、
ご
出
席
賜
り
誠
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

す
。 

 

国
民
健
康
保
険
制
度
を
取
り
巻
く
状
況
は
大
変
厳
し
い
状
況
で

ご
ざ
い
ま
す
。 

加
入
者
の
減
少
、
急
速
な
高
齢
化
、
ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
な
ど
、
そ

の
外
的
条
件
は
大
変
厳
し
い
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
が
、
国
保
制
度

の
安
定
的
な
運
営
の
た
め
、
国
が
確
約
し
た
毎
年
3400
億
円
の
公
費
投



入
、
昨
年
末
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
令
和
５
年
度
の
政
府
予
算
案
で
は
、

前
年
度
同
額
3472
億
円
の
財
政
支
援
分
が
確
保
で
き
た
と
い
う
ニ
ュ

ー
ス
も
あ
っ
た
と
い
う
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。 

一
方
で
、
国
保
の
財
政
的
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
な
り
ま
す
保
険
者

努
力
支
援
制
度
、
こ
ち
ら
に
つ
い
て
は
、
交
付
総
額
は
残
念
な
が
ら

1500
億
円
か
ら
1380
億
円
に
、
ま
た
、
介
護
保
険
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
交

付
金
も
400
億
円
か
ら
350
億
円
と
い
う
こ
と
で
若
干
縮
減
が
あ
っ
た

と
い
う
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。 

な
い
ま
ぜ
の
内
容
で
は
ご
ざ
い
ま
す
け
れ
ど
も
、
我
々
と
し
て
は
、

与
え
ら
れ
た
中
で
し
っ
か
り
と
市
町
村
の
事
業
運
営
に
大
き
く
影

響
さ
せ
な
い
よ
う
工
面
し
て
い
く
、
ま
た
、
交
付
金
配
分
の
評
価
に

直
結
い
た
し
ま
す
各
種
の
共
同
処
理
事
業
、
市
町
村
の
健
康
づ
く
り

事
業
、
介
護
予
防
事
業
な
ど
の
支
援
に
こ
れ
ま
で
以
上
に
努
め
て
参

り
た
い
と
考
え
て
ご
ざ
い
ま
す
。 

さ
て
、
本
日
の
審
議
は
ご
案
内
の
と
お
り
、
明
年
度
の
事
業
計
画
、

予
算
案
の
ご
審
議
を
賜
り
ま
す
。 

後
程
、
具
体
的
に
事
務
局
よ
り
説
明
さ
せ
ま
す
け
ど
、
本
会
の
主

要
業
務
で
あ
り
ま
す
、
医
療
・
介
護
・
障
害
に
係
る
審
査
支
払
業
務

の
適
正
運
営
に
し
っ
か
り
と
努
め
て
参
り
ま
す
。 

特
に
、
医
療
費
の
審
査
支
払
業
務
に
つ
き
ま
し
て
は
、
国
の
「
審



査
支
払
機
能
に
関
す
る
改
革
工
程
表
」
が
発
表
さ
れ
て
ご
ざ
い
ま
し

て
、「
社
保
と
国
保
の
審
査
基
準
統
一
化
」、
こ
ち
ら
に
的
確
に
対
応

い
た
し
ま
す
。 

ま
た
、「
被
用
者
保
険
側
と
の
審
査
支
払
シ
ス
テ
ム
の
共
同
利
用
」

の
第
一
段
階
と
し
て
、
国
保
総
合
シ
ス
テ
ム
の
更
改
が
待
ち
受
け
て

ご
ざ
い
ま
す
。 

ま
た
、
国
が
強
力
に
進
め
る
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
と
健
康
保
険

証
の
一
体
化
、
い
わ
ゆ
る
「
医
療
Ｄ
Ｘ
」
で
ご
ざ
い
ま
す
け
れ
ど
も
、

そ
の
要
と
し
て
オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等
シ
ス
テ
ム
の
円
滑
な
運

用
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。 

市
町
村
の
国
保
事
務
の
効
率
化
に
引
き
続
き
協
力
し
な
が
ら
努

め
て
参
り
た
い
と
思
い
ま
す
し
、
ま
た
、
国
保
加
入
者
の
減
少
は
、

手
数
料
収
入
減
少
に
つ
な
が
る
と
こ
ろ
で
は
ご
ざ
い
ま
す
け
ど
も
、

こ
れ
ま
で
以
上
に
歳
出
の
縮
減
に
努
め
、
一
般
負
担
金
及
び
各
審
査

支
払
手
数
料
と
も
、
据
え
置
き
の
形
で
ご
提
案
さ
せ
て
ご
ざ
い
ま
す
。 

明
年
度
に
お
い
て
も
、
職
員
一
丸
と
な
っ
て
、
市
町
村
の
皆
様
の

支
援
に
取
り
組
ん
で
参
り
ま
す
の
で
、
ど
う
ぞ
慎
重
審
議
の
う
え
、

ご
承
認
、
ご
決
定
を
賜
り
ま
す
よ
う
お
願
い
申
し
上
げ
ま
し
て
、
冒

頭
の
ご
挨
拶
と
い
た
し
ま
す
。 

本
日
は
、
ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。 


